
政府は、０６年から０７年にかけて定率減税の廃止や給与所得控除の縮小をはじめ各種控除の見直し
によるサラリーマン大増税にくわえ、消費税の二ケタ増税を目論んでいます。そのために「財政破
たん」などで危機感をあおり、国民に「増税やむなし」と思いこませる宣伝が意識的に流されてい
ます。
しかし、だれが財政を破たんさせたのか。必要のないダムや高速道路網建設、毎年５兆円も支出

する軍事費、大企業に対する特権的減免税制度など、政府自らのムダ使いや軍備増強政策を放置し
て労働者・国民に負担を押しつけるなんてとんでもないことです。
労働者の給料は年ねん減少しているのに、このうえ大増税を強行すれば労働者の生活が破壊され

るばかりか、９７年の９兆円負担増による景気後退とは比較にならないほど、経済に深刻な影響をあ
たえることはまちがいありません。
いまこそ、大増税ノーの声を小泉内閣に突きつけましょう！

源泉徴収されている私たちにとって税金はあまりなじ

みがありません。しかし、知らないからと放っておけば

とんでもないことになります。

職場・地域で学習をかさね、小泉内閣の大増税路線を

はね返す力を強めましょう。

このリーフレットは職場・地域で学習する際に資料と

してご活用下さい。

これが大増税計画だ 学習討議資料
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33.3万円 

71万円 

123.6万円 

17.9万円アップ

55万円アップ

85.9万円アップ

年収300万円 
独身 

年収500万円 
4人家族 

年収700万円 
4人家族 

15.44万円万円15.4万円

166万円万円16万円

37.77 7万円万円37.7万円

給
与
所
得
控
除
は
半
減
。定
率
減
税
廃
止

等
と
消
費
税
10
％
と
し
た
場
合
の
合
計

現行分

新たに増える分

給
与
年
収 給

与
所
得

課
税
所
得

算出税額 納付税額

給与所
得控除

所 得
控 除

年収180万円以下……40％
180～360万円以下…30％
360～660万円以下…20％
660～1000万円以下・10％
1000万円超……………5％

基礎控除 38万円（33万円）
配偶者控除 38万円（33万円）
扶養控除 38万円（33万円）
特定扶養控除 63万円（45万円）
社会保険料控除 納付保険料
生命保険料控除など 半額

税額控除（住宅
ローン控除など）

定率減税

課税所得×累進税率=算出税額

（ ）内は住民税

消
費
税

増
税
と
ん
で
も
な
い

低所得者ほど重い
最悪の逆累進税

大
企
業

戻
し
税
で
ボ
ロ
も
う
け

ト
ヨ
タ
は
輸
出
戻
し
税
が
０４
年
度

で
１
９
６
４
億
円
も
。
二
ケ
タ
に
な

れ
ば
２
倍
の
還
付
が
…
。

政
府
は
サ
ラ
リ
ー
マ

ン
増
税
に
加
え
、
０７
年

に
は
消
費
税
の
二
ケ
タ

増
税
を
企
ん
で
い
ま

す
。
個
人
所
得
税
の
増

税
に
加
え
、
消
費
税
ア

ッ
プ
の
ダ
ブ
ル
パ
ン
チ

で
す
。
消
費
税
は
所
得

の
低
い
人
ほ
ど
、
重
い

負
担
に
な
り
、
最
悪
の

逆
累
進
課
税
で
す
。

消
費
税
は
「
リ
ス
ト

ラ
推
進
税
」
と
も
い
わ

れ
ま
す
。
人
件
費
は
消

費
税
控
除
対
象
に
は
な

ら
な
い
が
、「
派
遣
や

請
負
」
は
会
計
上
、
人

件
費
で
は
な
く
外
注
費

と
な
り
、
消
費
税
の
仕

入
税
額
が
控
除
の
対
象

に
な
り
ま
す
。

リ
ス
ト
ラ
で
解
雇
・

非
正
規
化
が
す
す
め
ら

れ
、
賃
金
は
下
が
る
う

え
に
二
ケ
タ
増
税
で
負

担
が
増
え
る
な
ん
て
と

ん
で
も
な
い
話
で
す
。

昨
年
、
消
費
税
の
売

上
げ
３
０
０
０
万
円
か

ら
１
０
０
０
万
円
に
免

税
点
が
引
き
下
げ
ら

れ
、
多
く
の
中
小
業
者

が
対
象
に
な
り
ま
し

た
。
実
際
は
５５
％
近
い

業
者
が
消
費
税
を
転
嫁

で
き
ず
、
身
銭
を
切
っ

て
納
税
し
て
い
ま
す
。

労
働
者
を
リ
ス
ト
ラ

し
、
業
者
を
倒
産
に
追

い
込
む
消
費
税
の
引
き

上
げ
は
絶
対
に
許
せ
ま

せ
ん
。
消
費
税
を
３
％

に
も
ど
し
、
売
上
げ
免

税
点
を
引
き
上
げ
る
べ

き
で
す
。

労
働
者
を
リ
ス
ト
ラ
し

営
業
つ
ぶ
す
最
悪
の
税
制

大
企
業
減
税
分
を
国
民
が
負
担

８９
年
に
導
入
以
後
、
消
費
税
は
福

祉
の
た
め
で
は
な
く
、
法
人
税
（
大

企
業
）
の
減
税
分
を
穴
埋
め
し
て
き

た
。

これが大増税計画だ
２００５年

１月 高齢者への所得税増税
公的年金控除の廃止
所得税の老年者控除（５０万円）の廃止
→２月支給分の年金から源泉徴収額が増加

６月 夫婦世帯への住民税増税
住民税の配偶者特別控除の廃止
→あらたに住民税課税になる場合は介護保険料引き上げも

１０月 介護保険利用者負担の引き上げ
「ホテルコスト」と食費を保険給付からはずし自己負担に

２００６年

１月 所得税定率減税の半減
→２月支給分の年金から源泉徴収が増加

４月 介護保険料引き上げ
３年ごとの見直しで保険料改定（額は市町村ごとにちがう）
→年金から天引きが増え、手取りが減少

６月 住民税の定率減税半減
高齢者への住民税増税
公的年金控除の縮小の住民税への適用
住民税の老年者控除（４８万円）の廃止
高齢者の非課税限度額（所得１２５万円）の廃止
→あらたに１００万人に住民税が課税され、介護保険料にも影響
国民健康保険料も増税に連動して引き上げに

２００７年

１月 所得税の定率減税の廃止
６月 住民税の定率減税の廃止
？月 そのうえ、消費税率の引き上げも�

「
収
入
」
増
え
な
い
の
に
「
所
得
」
増
？

政
府
税
調
は
６
月
、
今
後
の
税
制
に
関

す
る
「
論
点
整
理
」
で
、
サ
ラ
リ
ー
マ
ン

大
増
税
計
画
を
明
ら
か
に
し
ま
し
た
。
給

料
の
「
収
入
」
は
増
え
な
い
の
に
「
所
得
」

が
増
え
る
�
定
率
減
税
の
廃
止
や
給
与
所

得
控
除
を
縮
小
・
各
種
人
的
控
除
の
廃
止

で
「
課
税
対
象
所
得
」
を
増
や
し
、
増
税

す
る
と
い
う
も
の
で
す
。

定率減税とは ９９年に定率減税（所得税２０％・住民税１５％）は実施された。
同時に、法人税の引き下げと高額所得者対象
の所得税最高税率が引き下げられた。今回の
政府「大増税計画」は、庶民にかかわる「定
率減税」だけを廃止するというもの。

政
府
税
調
が
６
月
２１

日
に
打
ち
出
し
た
「
論

点
整
理
」
は
、
定
率
減

税
の
廃
止
を
は
じ
め
、

給
与
所
得
控
除
の
縮
小

な
ど
、
サ
ラ
リ
ー
マ
ン

を
ね
ら
い
打
ち
に
し
た

も
の
（
上
図
参
照
）。

給
与
所
得
控
除
を
半

減
、
定
率
減
税
廃
止
、

消
費
税
１０
％
と
し
て
試

算
す
る
と
、
年
収
５
０

０
万
円
で
あ
ら
た
に
５５

万
円
の
増
税
、
こ
れ
ま

で
の
分
と
あ
わ
せ
、
年

間
７１
万
円
も
税
金
を
払

う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

「
定
率
減
税
」
は
９９

年
に
法
人
税
減
税
、
所

得
税
最
高
税
率
引
き
下

げ
と
の
３
点
セ
ッ
ト
で

お
こ
な
わ
れ
た
も
の
で

す
が
、
定
率
減
税
の
み

廃
止
す
る
と
い
う
も
の

で
す
。

「
控
除
」
の
廃
止
・

縮
小
は
増
税
そ
の
も
の

で
す
。
大
企
業
や
高
額

所
得
者
の
減
税
は
そ
の

ま
ま
に
し
、
定
率
減
税

だ
け
を
廃
止
す
る
と

は
、
こ
ん
な
不
公
平
は

あ
り
ま
せ
ん
。

小
泉
内
閣
は
総
選
挙

期
間
中
「
サ
ラ
リ
ー
マ

ン
増
税
は
や
ら
な
い
」

な
ど
と
い
っ
て
お
き
な

が
ら
、
舌
の
根
の
乾
か

ぬ
う
ち
に
増
税
を
押
し

つ
け
る
な
ん
て
許
さ
れ

ま
せ
ん
。

賃
金
が
減
少
し
続
け

る
こ
の
時
期
に
増
税
と

な
れ
ば
、
労
働
者
の
生

活
を
直
撃
す
る
こ
と
は

明
ら
か
で
す
。

年
収
５５００００
万
円
で
５５５５
万
円
の
大
増
税
！

これが大増税計画だ 学習討議資料

二二ケケタタ

「学習の友別冊」より



日
本
の
大
企
業
の

保
険
料
・
税
負
担

世
界
で
も
最
低

日本

イギリス

ドイツ

フランス

企業の税・保険料（国民所得比）

12％

16％

18％

24％

注：OECD資料などから作成、計算。日本は2000年度、他は2000歴年�
出所：消費税をなくす全国の会パンフレット�

●日本の軍事費は世界第2位

米国防総省「共同防衛にたいする同盟国の貢献度報告」�
2002年度版から�
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376
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336
275

アメリカ

イギリス

日本

ドイツ

フランス

��������	
��
�� 政府のムダ遣
いをやめさせ

る、あるいは大企業に応分の負担を求めるためには、
大きな世論で包囲するしかありません。そのためには、
「大増税反対」の声を職場や地域から起こしていくこ
とが必要です。「消費税廃止地域連絡会」に結集し、
学習会や定期的な宣伝行動や各団体への申し入れ、議
員要請など、日常的な運動を続けることが大切です。
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他
国
と
比
べ
て
、
日
本
の
大
企

業
の
税
・
保
険
料
負
担
は
最
低
。

法
人
税
を
も
と
に
戻
し
、
１０
兆

円
以
上
に
も
お
よ
ぶ
各
種
の
特
権

的
減
免
税
制
度
を
廃
止
す
る
こ
と

で
す
。
政
府
は
「
課
税
強
化
す
る

と
海
外
に
出
て
行
く
」
と
い
い
ま

す
が
、
日
本
の
企
業
も
海
外
で
は

ち
ゃ
ん
と
税
金
を
払
っ
て
い
ま

す
。
「
競
争
力
が
弱
ま
る
」
と
い

う
の
は
ご
ま
か
し
で
す
。
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世
界
各
国
は
、
軍
縮
が
大
き
な

流
れ
に
な
っ
て
い
ま
す
。
と
こ
ろ

が
日
本
は
こ
の
１０
年
間
軍
事
費
を

増
や
し
続
け
て
き
ま
し
た
。

毎
年
５
兆
円
近
い
軍
事
費
の
な

か
に
は
「
防
衛
」
と
は
ほ
ど
遠
い

装
備
や
、
米
軍
へ
の
思
い
や
り
予

算
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

憲
法
改
悪
反
対
の
と
り
く
み
と

と
も
に
、
ム
ダ
遣
い
の
典
型
で
あ

る
軍
事
費
の
削
減
を
世
論
に
訴
え

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
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西
空
港
第
２
期
工
事
や
巨
額

の
赤
字
覚
悟
で
高
速
道
路
網
が
整

備
・
建
設
さ
れ
て
い
ま
す
。

愛
知
で
も
第
二
東
名
を
は
じ

め
、
中
部
国
際
空
港
な
ど
多
額
の

公
費
が
つ
ぎ
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
ト
ヨ
タ
ビ
ル
に
ま
で
助
成

金
を
気
前
よ
く
だ
し
て
い
ま
す
。

大
企
業
・
ゼ
ネ
コ
ン
本
位
の
公
共

事
業
を
や
め
れ
ば
、
福
祉
・
社
会

保
障
に
回
す
財
源
も
、
十
分
確
保

で
き
る
し
、
庶
民
増
税
の
必
要
も

あ
り
ま
せ
ん
。

これが大増税計画だ 学習討議資料

大企業は応分の負担を ムム
ダダ
をを
省省
けけ
ばば
増増
税税
のの
必必
要要
なな
しし

「５兆円軍事費」の削減を

大型公共事業やめ福祉に

大型公共事業のムダ遣いはこの
他徳山ダム、諫早湾開拓事業な
どもある


